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令和４年度　歳入歳出決算の概要

１　経済情勢
令和５年４月公表の政府の財政報告によると、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつ

つある中、緩やかな持ち直しが続いている一方で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米
各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸念など、我が国経済を取り巻く環境には厳しさが
増しているとしています。こうした中、政府は、景気の下振れリスクに先手を打ち、我が国経済
を民需主導の持続的な成長経路に乗せていくため、「物価高・円安への対応」、「構造的な賃上げ」
及び「成長のための投資と改革」を重点分野とする「物価高克服・経済再生実現のための総合経
済対策」（４年 10 月 28 日閣議決定）を策定し、その裏付けとなる令和４年度第２次補正予算等を
迅速かつ着実に実行し、万全の経済財政運営を行いました。

こうした施策の下、令和４年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は 1.7％程度、名目国内
総生産（名目ＧＤＰ）成長率は 1.8％程度となることが見込まれています。

今後は、引き続き、物価高を克服しつつ、計画的で大胆な投資を官民連携で推進するなど新し
い資本主義の旗印の下、我が国経済を民需主導で持続可能な成長経路に乗せるための施策を推進
することが必要です。ただし、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスク、物価上昇
や供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があるとしています。

２　国と地方財政
⑴　国の予算等

政府は、令和４年度の予算編成に当たり、新型コロナウイルス感染症への対応に万全を期すと
ともに、成長と分配の好循環による新しい資本主義の実現に向けて「令和４年度予算編成の基本
方針」（３年 12 月３日閣議決定）の考え方を踏まえた編成を行いました。具体的には、新型コロ
ナウイルス感染症の克服に向け、国民を守る医療提供体制や検査体制の確保、変異株を含む新た
なリスクに対する万全の備えのためのワクチン・治療薬等の研究開発、雇用・事業・生活に対す
る支援等を推進しました。また、「コロナ後の新しい社会」を見据え、成長と分配の好循環を実現
するための成長戦略、分配戦略などに基づき予算を重点配分するとともに、東日本大震災を始め
各地の災害からの復興・創生や防災・減災、国土強靭化等に対応しました。

その結果、国の令和４年度一般会計当初予算の規模は、107 兆 5,964 億円で、前年度比 9,867 億円、
0.9％の増加となりました。当初予算成立後、新型コロナウイルス感染症の再拡大や原油価格・物
価の更なる高騰等による予期せぬ財政需要に迅速に対応するため、補正予算後の一般会計予算規
模は、31 兆 6,231 億円拡大し、139 兆 2,195 億円となりました。

令和５年７月末時点における令和４年度一般会計決算の概要では、収納済歳入額 153 兆 7,294 億
円、支出済歳出額 132 兆 3,855 億円、差引剰余金は、21 兆 3,439 億円で、純剰余金は 2 兆 6,294 億
円となっています。税収は、71 兆 1,373 億円、前年度対比 6.1％の増で、補正後の見積りを 2 兆 7,783
億円上回りました。このうち、所得税は、22兆5,216億円で前年度対比5.3％の増、法人税は、14兆9,397
億円で前年度対比 9.5％の増となりました。

なお、令和４年度末の国・地方を合わせた長期債務残高は 1,255 兆円、国内総生産比 224.0％程
度と見込まれており、主要先進国中最悪の水準であるなど、極めて深刻な状況にあります。
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⑵　地方財政
令和４年度地方財政計画の歳出面においては、地域社会のデジタル化や公共施設の脱炭素化の

取組等の推進、消防・防災力の一層の強化等に対応するために必要な経費を計上するとともに、
地方団体が行政サービスを安定的に提供できるよう、社会保障関係費の増加を適切に反映した計
上等を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととしました。

歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」（令和３年６月 18 日閣議決定）
等を踏まえ、交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、
令和３年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、
引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適
切な補填措置を講ずることとしました。その結果、地方財政計画（通常収支分）の規模は、総額
90 兆 5,918 億円で、前年度比 7,858 億円、0.9％の増、地方債依存度は、8.4％程度を見込みました。

その後の補正予算を反映させた見込みでは、令和４年度末における地方の借入金残高は 188 兆
5,000 億円程度で、今後、その元利償還が財政を圧迫する要因となることから、地方財政は構造的
に極めて厳しい状況にあります。

３　本市の決算
一般会計の決算額は、歳入が1,148億5,512万円（前年度比10億5,872万円、0.9％の増）、歳出が1,119

億 329 万円（前年度比 12 億 9,227 万円、1.2％の増）となり、歳入から歳出を差し引いた形式収支
は 29 億 5,183 万円（前年度比 2 億 3,354 万円、7.3％の減）となりました。翌年度へ繰り越すべき
財源 7 億 798 万円を除いた実質収支は 22 億 4,384 万円（前年度比 2 億 670 万円、8.4％の減）の黒
字決算となりました。

歳入の主なものを構成比で見ますと、市税 32.7％（前年度 31.9％）、国庫支出金 17.3％（前年度
18.0％）、地方交付税 13.5％（前年度 14.5％）、諸収入 7.1％（前年度 6.2％）、市債 6.3％（前年度 9.0％）、
県支出金 6.3％（前年度 5.4％）、地方消費税交付金 5.7％（前年度 5.5％）となっています。

市税は、前年度比 12 億 2,169 万円、3.4％の増となり、収納率は 98.67％で前年度比 0.31 ポイン
ト上昇しました。また、地方交付税が前年度比 10 億 5,221 万円、6.4％の減となった一方、芸術文
化振興基金繰入金などにより、繰入金が前年度比 18 億 9,593 万円、73.3％の増となっています。

歳出の主なものを構成比で見ますと、民生費 34.0％（前年度 36.2％）、教育費 13.4％（前年度
14.7％）、総務費 12.7％（前年度 11.0％）、公債費 8.1％（前年度 8.3％）、衛生費 7.9％（前年度 8.5％）、
土木費 7.9％（前年度 6.8％）、商工費 7.9％（前年度 7.0％）、農林水産業費 2.9％（前年度 2.2％）と
なりました。総務費は、マイナンバーカード普及促進事業費を主な内容として増加し、前年度比
20 億 8,904 万円、17.2％増の 142 億 1,760 万円、土木費は、街路事業費（都市構造）や松本城周辺
整備事業費を主な内容として増加し、前年度比 12 億 9,322 万円、17.2％増の 88 億 3,097 万円でした。

令和４年度は、総合計画「基本構想２０３０・第 11 次基本計画」の２年目に当たり、三ガク都
に象徴される松本らしさの「シンカ」（進化・深化）を基本理念に掲げ、一人ひとりが豊かさと幸
せを実感できるまちを目指して、新たな戦略を推進する重要な年となりました。

こうした状況を踏まえ、令和４年度は、「三ガク都のシンカ」本格始動の年と位置付け、基本構
想の目標年である 2030 年に向けて、コロナショックからの社会・経済活動を再起動し、大胆な変
革の歩みを更に進めるため、重点的に取り組むべき戦略事業を５つの戦略に整理して各事業に取
り組みました。
「ＤＸ戦略」では、デジタル市役所の実現を図るため、市役所の窓口（70 窓口）にキャッシュ



－ 198 － － 199 －

レス決済システムを導入し、ＱＲコード及び電子マネーを利用したスマートフォン決済やクレジッ
トカード決済による支払を可能とする市民サービスを開始しました。また、可能性を広げる新し
い学びへの挑戦として、学校と保護者との「お便り配信」や「欠席連絡」のほか「職員間の連絡」
等を行うコミュニケーションシステムの運用を開始し、双方向の情報伝達をスマートフォン等で
やりとりすることで、保護者及び学校職員の負担軽減を図りました。
「ゼロカーボン戦略」では、ゼロカーボンシティを実現するため、地域内における再生可能エネ

ルギーの開発、調達、供給など脱炭素関連事業の中心的役割を担う事業体（地域エネルギー事業
会社）の構築について検討しました。また、ゼロカーボンパークの整備推進として、乗鞍観光セ
ンター再整備の基本構想・計画を策定するとともに、乗鞍地域での脱プラスチック及び脱炭素に
ついて普及啓発活動を行いました。
「ポストコロナ戦略」では、新たな日常の確立と経済再生・地域活性化に取り組むため、世界に

冠たる山岳リゾートを実現するためのアルプスエリアの魅力を広く発信し、誘客活動を強化しま
した。
「新交通戦略」では、基幹道路、自転車交通、公共交通など、持続可能な交通網整備に取り組み、

公共交通公設民営化事業としては、路線バス運行制度等の設計を実施しました。また、波田駅周
辺整備の基本計画策定や、平田駅パークアンドライド駐車場では、電子マネー等のキャッシュレ
ス決済を導入しました。
「人口定常化戦略」では、結婚・出産・子育て支援の充実を図るため、松本市に居住し、所得や

年齢の要件を満たす夫婦に、結婚により新たに生じる経費を助成しました。また、３歳未満児家
庭サポートクーポン事業を開始し、ファミリーサポートセンター事業と保育園の一時預かりに利
用できる無料クーポン券を配布しました。

補正予算により実施した主な事業として、６月補正予算では、地元企業のデジタル化を推進す
るため、個別相談、ＩＴ企業とのマッチングなど伴走型の支援を実施するとともに、まつもと情
報創造館にテレビ会議やテレワーク等を体験できる拠点を整備しました。７月補正予算では、原
油価格・物価高騰による経済的負担を軽減するため、生活困窮等世帯に給付金を支給し、９月補
正予算では、マイナンバーカードの普及促進、キャッシュレス決済の利用促進及び地域経済の活
性化を目的とした自治体独自のマイナポイント給付事業を実施しました。10 月補正予算では、新
たに「イオンタウン松本村井」内に多世代交流型の複合施設を開設するための準備に着手し、12
月補正予算では、物価高騰や光熱費高騰の影響を受けている障がい者福祉施設、高齢者福祉施設、
私立保育園・幼稚園等に対し交付金を支給しました。１月補正予算では、妊娠期から出産・子育
てまでの一貫した伴走型相談支援と経済的支援を一体的に実施し、２月補正予算では、公の施設
の指定管理者に対して、燃料費及び電気料高騰相当分に当たる指定管理料を支出しました。

最後に、一般会計における決算は黒字となっているものの、実質収支は減少傾向にあることから、
今後も引き続き安定した市政運営を進めるため、「計画行政の推進」と「健全財政の堅持」を基本
姿勢とした持続可能なまちづくりに取り組むことが必要です。

※「３ 本市の決算」の万円単位の金額は、千円以下の端数を切り捨てた額を表記
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　　　　　　　　　　　　　令和４年度　会　計　別

会     計     別
歳　　　　　　　　　　　　　　入

予  算  現  額 調    定    額 収  入  済  額
（A） 収入率 不納欠損額 収入未済額

一　般　会　計
円 円 円 　　％ 円 円

121,631,026,318 115,750,580,782 114,855,125,887 94.4 96,676,200 798,778,695

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

母 子 父 子 寡 婦 
福 祉 資 金 貸 付 金 31,770,000 70,101,171 31,919,518 100.5 0 38,181,653

霊 園 198,370,000 223,747,341 218,673,291 110.2 124,100 4,949,950

地域排水施設事業 102,590,000 102,363,622 101,360,242 98.8 0 1,003,380

国 民 健 康 保 険 
（ 事 業 勘 定 ） 24,263,700,000 24,644,313,889 23,498,811,385 96.8 197,370,544 948,131,960

国 民 健 康 保 険 
（ 直 診 勘 定 ） 223,690,000 219,444,965 219,444,965 98.1 0 0

後 期 高 齢 者 医 療 3,317,360,000 3,354,661,458 3,333,051,781 100.5 3,530,490 18,079,187

介 護 保 険 22,771,330,000 22,860,096,305 22,797,391,511 100.1 15,838,435 46,866,359

農業集落排水事業 105,170,000 104,416,808 104,146,388 99.0 56,030 214,390

公設地方卸売市場 721,620,000 680,558,489 680,558,489 94.3 0 0

市街地駐車場事業 272,770,000 213,935,252 212,560,572 77.9 0 1,374,680

奈川観光施設事業 104,020,000 103,558,985 103,558,985 99.6 0 0

松 本 城 1,237,670,000 1,200,811,556 1,200,811,556 97.0 0 0

小           計 53,350,060,000 53,778,009,841 52,502,288,683 98.4 216,919,599 1,058,801,559

合   　　　    計 174,981,086,318 169,528,590,623 167,357,414,570 95.6 313,595,799 1,857,580,254
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　　決　算　一　覧　表
 ※歳入歳出差引額欄の [  ] 内の数字は翌年度への繰越財源控除後の実質収支を示す。

歳　　　　　　　　　　　　出 歳入歳出差引額
（A）－ （B）
形  式  収  支
［実質収支］

予算現額と収入
済額との比較 予  算  現  額 支  出  済  額

（B） 執行率 翌年度繰越額 不  用  額

円 円 円 　　％ 円 円

△ 6,775,900,431 121,631,026,318 111,903,294,824 92.0 5,244,234,681 4,483,496,813 2,951,831,063
［2,243,846,602］

149,518 31,770,000 17,109,027 53.9 0 14,660,973 14,810,491

20,303,291 198,370,000 96,882,813 48.8 0 101,487,187 121,790,478

△ 1,229,758 102,590,000 101,360,242 98.8 0 1,229,758 0

△ 764,888,615 24,263,700,000 22,853,853,344 94.2 0 1,409,846,656 644,958,041

△ 4,245,035 223,690,000 219,444,965 98.1 0 4,245,035 0

15,691,781 3,317,360,000 3,227,688,990 97.3 0 89,671,010 105,362,791

26,061,511 22,771,330,000 22,235,045,970 97.6 0 536,284,030 562,345,541

△ 1,023,612 105,170,000 104,146,388 99.0 0 1,023,612 0

△ 41,061,511 721,620,000 680,558,489 94.3 0 41,061,511 0

△ 60,209,428 272,770,000 245,774,207 90.1 0 26,995,793 △ 33,213,635

△ 461,015 104,020,000 103,558,985 99.6 0 461,015 0

△ 36,858,444 1,237,670,000 1,056,599,623 85.4 41,195,700 139,874,677 144,211,933
［105,930,233］

△ 847,771,317 53,350,060,000 50,942,023,043 95.5 41,195,700 2,366,841,257 1,560,265,640
［1,521,983,940］

△ 7,623,671,748 174,981,086,318 162,845,317,867 93.1 5,285,430,381 6,850,338,070 4,512,096,703
［3,765,830,542］


